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グローバル版本編では、スポーツベッティングがスポーツ番組視聴に与
える影響として、リアルタイムのスポーツ視聴増と、ベッティングによる周
辺産業の拡大について言及している。
日本国内における現状でのスポーツベッティングは、法的・文化的な背
景から直ちにビジネスの主流となることは考えにくい。一方で、諸外国を
例にすると、放映権・データ・ベッティングなどの周辺市場も含めてス
ポーツ市場を振興することで、市場全体の規模が拡大し、アスリートの育
成支援などにつながっている。
本稿では、オンラインベッティングの現状についてより具体的に見ていく
とともに、米国での事例を参考としながら、日本におけるスポーツベッ
ティングの展開可能性について、ベッティングにおけるスポーツデータ提
供・利用の可能性、ベッティングを通したアスリート支援などをテーマと
して考えてみたい。

日本におけるベッティングの現状
まず前提として、日本におけるベッティングの位置づけを概観しておく。
日本の法律上では「賭博」という表現になるが、本稿ではベッティングと
記載する。ベッティングは刑法185条1などにより不法行為とされており、
例外的に競馬・競輪・競艇・オートレースのみが、それぞれを規制する特
別法を根拠として、公営競技として施行が許可されている。また、運用の
方法が大きく異なるものの、スポーツ振興くじとして、男子サッカーのみ
を対象とする「toto」や「BIG」も実施されている。
現行の刑法上の規定では、日本で違法とされるベッティングの範囲は、
国内で賭博場を開帳し、掛け金が動く場合とされている。オンラインベッ
ティングサイトが海外のサーバー上で、海外を拠点とする事業者によって
運営されている場合は、現行法では賭博罪の対象とはならないとされ
る。ただし、海外のサービスを使う場合も日本国内で取りまとめや店舗
運営が実施されているケースでは、常習賭博罪等を適用した摘発事例が
ある2。
また、日本におけるカジノ関連法案の検討の中でスポーツベッティング
の実施可能性について言及されてはいるものの3、具体的な方向性は本
稿執筆時点(2019年3月)では明確になっていない。
一方、海外におけるスポーツベッティングが、日本で行われているスポー
ツのシーズン結果や試合自体を賭けの対象とすることについては、現状
では明確な規定はない。英国のブックメーカー（合法的に運営されてお
り、英国内外のスポーツのみでなく、王子の子どもの名前やBrexitなど
も賭けの対象にされる）などでは、日本のJリーグやプロ野球のみならず、
相撲（幕下の取組まで対象としているものもある）、バスケットボールな
ど幅広いスポーツがベッティングの対象になっている。特にJリーグは世
界中のブックメーカーの賭けの対象とされている。

オンラインベッティングの特性
日本国内で実施されている公営競技では試合前に投票が締め切られる
のに対し、オンラインブックメーカーが主催するベッティングでは、試合中
に状況を見ながら、勝敗はもとより試合中に発生するあらゆる事象（最
初に得点する選手など）を賭けの対象にするライブベッティングが隆盛で
ある。具体的には、ブックメーカー側が賭けの参加者に向けてライブス
ポーツ映像の配信を行い、参加者は映像を視聴しながらリアルタイムで
ベッティングを続ける形式になっている。
スポーツ動画配信サービスのDAZNの運営元として知られるパフォーム

グループは、一般視聴者向けの定額制動画配信事業の他に、ブックメー
カー向けのデータ提供サービスやライブスポーツ映像のストリーミング
配信を行っており、事業拡大の一翼を担っている4。

米国における合法化の流れ
米国では、1992年に州政府等がスポーツベッティングを主催することを
禁じる「1992年プロ・アマスポーツ保護法」（Professional and 
Amateur Sports Protection Act of 1992）5が成立した。同法では除
外規定により、1976年から1990年の間に行政機関がスポーツベッティ
ングを法制化もしくは運営していたネバダ州・モンタナ州・デラウェア州・
オレゴン州のみ限定的にスポーツベッティングの運営を認め6、その他の
州では全面禁止されていたが、同法に対して2018年5月に米連邦最高
裁判所による違憲判決が下された7。これによりスポーツベッティングに
ついて全米の各州が独自に規制を行う道筋が開かれた。

米国でのスポーツベッティング合法化の背景のひとつとして、違法に行わ
れていたスポーツベッティングの市場が大きくなっていたことが挙げられ
る。米国内で違法に流れていた賭け金を、合法化して市場に流通させ、
税収を増やすことや、合法なスポーツベッティング市場を創出・拡大する
ことも狙いである。また、賭け金を適正に管理し、アスリートたちやその
予備軍を含んだスポーツ産業全体へ活用可能とすることが、建設的な議
論として成り立ちうると考えられる。
この流れは、過去の歴史を遡れば、禁酒法の廃止プロセスと類似してい
る。禁酒法が施行されていた1920年代・30年代のアメリカでは、違法な
酒場や密輸・密造酒などが横行し、それがギャングなどの非合法な組織
に莫大な利益をもたらしていた。また、アメリカ国外での飲酒は可能だっ
たことから、隣接したカナダ、メキシコでは、蒸留所と醸造所が栄えた。
禁酒法は歴史的な例示に過ぎないが、違法状態で存在・普及しているも
のを取り締まり、かつ、海外に流れた市場や関連産業を自国内の健全な
競争環境下に置く方法のひとつに「合法化」という選択肢があるという考
え方もできる。

ベッティングには「インテグリティの確保」が不可欠
ベッティングを合法化してビジネス化する際には、インテグリティ
（Integrity／誠実性・健全性・高潔性）を維持し、高めることが求められ
る。巨額の賭け金が動くことにより、八百長が発生しかねないことは容易
に想像でき、その懸念は、米国におけるスポーツベッティング議論でもし
ばしば言及されている。日本において、スポーツ振興くじとしてプロ野球
を対象とする案が検討された際にも、くじの方式は試合の結果を購入者
自身が予想しない「非予想方式」での導入が議論されていた8。（なおプロ
野球くじの導入は当面見送りとされている9。）
その懸念の解決に向けては、八百長などの発生し得る不正に対応する、
競技運営に関する仕組みづくりが前提条件として必要になる。
たとえば、国内の公営競技の一つである中央競馬においては、レースで
の騎乗が予定されている騎手は開催日の前日21時までに、コンディショ
ニングの他、開催に向けて外部との接触を避けることを目的としている
調整ルームへの入室が義務付けられている10。入室後は携帯電話など通
信機器の使用も制限されており、これに違反した場合は、騎乗停止処分
になるなど、不正が行われないための仕組みづくりに取り組んでいる。
また、外部からの監視という側面では、現在でもすでに競技や大会によっ
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スポーツベッティングの展開と競技への支援
日本でオンラインベッティングを含むスポーツベッティングの導入・展開
を具体的に検討するには、前提となる条件や法的解釈の議論と制度整
備、場合によっては法改正などが必要になり、一定の時間が必要になる
と考えられるが、これまで見てきたような海外の取り組みを先行事例とし
つつ、段階的に対応していくことなども考えられる。
比較的ハードルが高くないと考えられる選択肢の一つが、スポーツベッ
ティングがすでに合法に行われている国や地域で運営されているベッ
ティングプラットフォームに対し、日本の事業者がスポーツ映像とリアル
タイムデータおよび過去の詳細なデータを提供するモデルである。このモ
デルは放映権ビジネスの発展形として捉えることが可能である。
さらにその際にプラットフォーム側から、ベッティング参加者数や属性、
ベッティング内容の詳細、視聴状況などのデータの提供を受け取ること
もできれば、海外のベッティング参加者が日本のスポーツのどのような
試合や選手に興味があるのかといった情報を分析する一助にもなる。

ては、不正監視団体を設けて、試合内容やベッティング市場に異常な動
きがないか検知・分析を行っている。たとえば、FIFA（国際サッカー連盟）
はベッティング市場を監視し、試合への悪影響を防ぐEarly Warning 
System（EWS）社を設立して、インテグリティの確保に取り組んでいる11。
ここで注目されるのが、ベッティングのプロセスで集まるビッグデータの
活用である。スポーツベッティングを扱うブックメーカーは、ベッティング
の対象となる試合データをリアルタイムかつ詳細に分析している。ブック
メーカーによる試合のデータ分析と、業界団体によるベッティング市場の
データ分析を組み合わせることで、今後さらに高い精度でインテグリティ
を実現できる可能性がある。
ブックメーカーが試合に関わるデータを賭けの対象として分析し続ける
ことで、作為的に試合の結果が歪められるようなことがあれば、データの
異常を検知することができると想定される。そのような仕組みを取り入
れ、ベッティングの利用が促進されることで、スポーツのインテグリティも
保たれるのではないか。また、AI等を活用した試合データの分析を応用
し、インテグリティに関する「信用スコア」を設定するなどの新たなデータ
活用方法も考えられる。



Technology, Media and Telecommunications Predictions | 2019 日本版

27

域スポーツクラブ活動助成や、スポーツ団体が行う将来性を有する選手
の発掘及び育成強化などを対象に資金助成が行われていること12は改
めて注目すべき点であろう。totoではベッティングを行ったユーザーは自
身の賭けた金銭の用途を限定することはできない仕組みになっている
が、スポーツファンがスポーツを支援するための一つの手段として、ベッ
ティングで投資した先の競技に限るなどの形で一定額を還元する形式を
導入するといった工夫をすることで、自身の応援するスポーツや、マイ
ナースポーツ、更には費用面に苦慮するパラリンピックスポーツへの支援
をしたいと考えるスポーツファンの能動的な参加を見込むことができる。

日本においてベッティングの合法化を進めるにはインテグリティの確保を
含めた制度化に時間がかかることが想定されるものの、短期的にはス
タッツなどのスポーツデータの提供販売、ベッティングや視聴データの分
析結果の活用、海外サービスのベッティング対象としての日本スポーツ
の情報活用など、直接的な賭け金に限らない外貨の稼ぎ方について検
討・実践は出来る。中長期的には、ベッティングを通してアスリートに対
してきちんと資金を分配できる仕組みを構築するなど、結果として日本の
有力なソフトコンテンツの1つであるスポーツ産業の底上げにつながるよ
うな方策が講じられることが望まれる。

既に世界におけるスポーツ市場では、ベッティングという巨大な市場が
取り込まれ、産業全体の拡大と、それらを活用したスポーツ振興が、大胆
かつ健全に行われるような取り組みが進められている。そしてその中で
は、日本国内のスポーツもすでに対象となり始めているのが現状である。
日本国内におけるtotoや公営競技などの市場規模や、海外におけるス
ポーツベッティングの規模を見据えると、これらの市場を取り入れること
で、日本のスポーツ産業の規模が拡大する可能性は大きく、活用の方法
を工夫することで最終的にはアスリートへの活動支援を広げていくこと
も考えられる。今後は日本でも、スポーツベッティングの市場活用・展開
をポジティブに捉え、適切なインテグリティの確立を進めるとともに、ビ
ジネスモデル確立の方向性を模索していくことが、スポーツ市場全体の
活性化に寄与する可能性がある点も一考できる。

また、ベッティングを足掛かりとして、今はマイナーな日本のスポーツを
海外に紹介し、人気を獲得することにつなげられるかもしれない。メ
ジャーではないものの、日本が強いスポーツは実は意外と多い。前述の
ようにすでに日本の様々なスポーツが海外のベッティングの対象となっ
ており、ベッティングを入り口として日本のスポーツに興味を持ってもらう
きっかけを作り、ファン層を拡大できる可能性もある。
スポーツベッティングの視聴データを分析することで、海外の日本スポー
ツファンに対する競技の魅力ある見せ方の検討や、コンテンツ作りに活
かすこともできると考えられる。たとえば、同じ競技でも選手の人気など
の違いによって、日本と海外でスポーツに求めるストーリーや背景情報
が異なるということが分かるかもしれない。そういった違いがあれば、コ
ンテンツを展開する国や地域によって、同じ競技でも着眼点やコンテンツ
の出し方を変えることにつながる可能性がある。スポーツベッティングで
集めたデータをフィードバックし、コンテンツの見せ方を変え、日本のス
ポーツが注目されるきっかけをつくり、世界にとって魅力のあるソフトコン
テンツの輸出につなげることも考えられる。
また、デロイト グローバルによる、スポーツベッティングがテレビでのス
ポーツ視聴の動機になり得るという調査結果を踏まえると、国内展開が
可能となった場合には、ベッティングをフックとしてスポーツへの興味・
視聴につなげ、新規ファンを獲得することもベッティングによる効果のひ
とつになると考えることができる。

さらに将来的には、ベッティングで得た資金を直接的にアスリートに還元
し、日本のスポーツ産業自体を底上げする仕組みの構築にも目を向ける
べきかもしれない。スポーツの選手生活には膨大な費用がかかり、競技
で得た収入のみで選手生活を支えることができる選手ばかりではない。
選手は競技に打ち込むために、スポンサーや所属企業からの支援を必要
とするが、必ずしも十分な資金を調達できない場合もある。また、日本か
ら世界トップレベルのプレイヤーを輩出している場合でも、国内での関心
度が低い競技の場合、安定的に競技を続けることは資金的に難しい場
合が多い。
これに対して前述のtotoの助成の場合、収益金は広くスポーツの普及お
よび競技力の向上に対する助成に活用されており、具体的には総合型地
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